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29.4 69.4 1.3 

参加したことがある 参加したことがない 無回答

全体
(n=1,515)

(%)
0 20 40 60 80 100

 

 

■ 調 査 目 的： 次期岡山県環境基本計画の策定にあたり、県民等の環境保全に対する意識やニー

ズを同計画に反映させるため 

■ 調 査 地 域： 岡山県全域 

■ 調 査 対 象： 県民調査  18歳以上の県内居住者 

事業所調査 従業員数 30人以上の県内事業所 

■ 標 本 数： 県民調査  2,500人       

事業所調査  500社 

■ 調 査 方 法： 郵送配布－郵送回収 

■ 調 査 期 間： 令和２年５月～６月 

■ 有効回収数： 県民調査   1,515件  （有効回収率 60.6％） 

事業所調査   245件  （有効回収率 49.0％） 
 

 

 

＜環境学習や環境保全活動について＞            

◆過去３年間に環境保全活動に関する学習の場や活動に参加したことがある人は約３割 

 

 

 

 

 

 

○「参加したことがある」人の参加した活動等の内容 ∗上位３項目 

  ・町内会や子ども会など定期的に地域で行う清掃や資源回収などの活動（78.0 %） 

  ・地域の美化や落書き消去などのボランティア活動（17.5 %） 

  ・環境保全に関するセミナー、講習会（12.8 %） 

 

 ○「参加したことがない」人の参加したことがない理由 ∗上位３項目 

  ・活動の時間を確保することが難しい（28.8 %） 

  ・団体に関する情報が不足している（23.9 %） 

  ・関心がない（17.4 %） 

 

＜ＳＤＧｓの認知度＞                                    

◆「ＳＤＧｓ」を知っている人は約 16％、若い世代ほど認知度が高い 

 ・よく知っている   3.1 %（12.9 %） 

 ・少し知っている 12.4 %（12.9 %） 

 ・あまり知らない 23.0 %（  9.7 %） 

 ・知らない    57.6 %（64.5 %） 

∗（ ）内は 18歳、19歳の回答率 

  

調 査 の 概 要  

 

県 民 調 査  
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＜岡山県の取組状況について＞                            

◆県が現在行っている環境に関する施策（下表の 37項目）について、重要度は４つ、満足度は５つの

選択肢から選択してもらった。 

∗重要度 ①重要である ②どちらかといえば重要である ③どちらかといえば重要でない ④重要でない 

満足度 ①満足 ②やや満足 ③ふつう ④やや不満 ⑤不満 

∗表中「◎」は「①重要である」と「②どちらかといえば重要である」との回答が多かったもの上位３項目 

 同 「☆」は「①満足」と「②やや満足」との回答が多かったもの上位３項目 

○重要度と満足度のクロス集計 

「重要度が高い」が「満足度が低い」施策などが、今後の検討課題 

∗重要度、満足度の回答をそれぞれ点数化（重要度、満足度ごとに全回答の平均点を算出）し、両者を重ね合わせた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．地球温暖化対策のための再生可能エネルギー（太陽光、

水力、太陽熱、バイオマスなど）の導入促進 
20. 生物多様性の保全 

２．地球温暖化対策のための省エネルギーの推進 21. 大気環境の保全 

３．地球温暖化対策のためのフロン類対策 22. ＰＭ２．５対策 

４．地球温暖化対策のための森づくり、 

都市の緑化推進 

23. アスベスト（石綿）対策 

５. 酸性雨対策 24. 水環境の保全 

６. 循環型社会に向けた意識の改革 
25. 瀬戸内海の環境保全 

（透明度、水質、栄養塩の管理） 

７. 廃棄物の３Ｒ（発生抑制、再使用、再生利用） 26. 騒音・振動の防止 

８. 岡山県エコ製品の普及拡大 27. 悪臭の防止 

９. 廃棄物の適正処理の推進 28. 土壌・地下水汚染対策 

10. 食品ロスの削減 29. 有害化学物質対策 

11. 海ごみ対策 30. 環境放射線の監視 

12. 災害廃棄物対策 31. 協働による環境保全活動の促進 

13. 自然公園等の適切な利用指導 32. 環境学習の充実 

14. 自然と調和した開発の指導 33. 景観の保全と創造 

15. 希少野生動植物の保護 34. 環境関連分野の研究開発支援 

16. 野生鳥獣の保護管理 35. 環境に配慮した事業者の育成・拡大 

17. 外来動植物への対策 36. 環境影響評価の推進 

18. 自然とのふれあいの推進 37. 事業者との環境コミュニケーション 

19. 里地・里山の保全 

満足度：低 
重要度：高 

 

満足度：高 
重要度：高 

 

満足度：高 
重要度：低 

満足度：低 
重要度：低 

重要度高 

満
足
度
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66.8 

52.5 

45.6 

40.5 

38.5 

36.0 

31.3 

28.6 

27.7 

25.5 

25.3 

23.8 

20.7 

17.0 

16.8 

13.4 

10.9 

3.0 

9.4 

69.5 

50.0 

49.4 

21.9 

32.2 

38.4 

32.2 

23.4 

27.3 

33.8 

21.9 

16.0 

12.8 

13.4 

12.1 

11.1 

8.3 

1.8 

4.8 

70.9 

48.2 

55.8 

20.7 

42.5 

53.2 

42.5 

38.4 

28.5 

25.2 

20.7 

18.9 

15.9 

17.0 

13.2 

1.3 

5.4 

0 20 40 60 80

令和２年度

(n=1,515)

平成28年度

(n=1,335)

平成24年度

(n=852)

児童・生徒等に対する環境教育

社会人に対する環境教育

ＬＥＤ照明など省エネルギー設備導入への
助成や税の軽減措置

地球温暖化に伴う気候変動やその影響等に
関する情報提供

電気自動車など低公害車購入への
助成や税の軽減措置

太陽光発電など再生可能エネルギーの導入を
促進するための支援制制度の充実等

環境保全活動への助成や税の軽減措置

県民、企業、民間団体、行政などの
ネットワークづくり

成功事例の紹介

環境に優しい製品を示すエコマークなど
環境ラベルの普及

岡山県地球温暖化防止活動推進員など
環境分野に関する人材の育成

環境情報のデータベース化と迅速な提供

環境配慮の取組方法について定めた
行動指針などの策定

優良事業者の評価制度の充実

環境関連のイベントなどの開催

個人や団体の優良取組への表彰制度の充実

県庁などへの相談窓口の設置

その他

無回答

(%)

※平成24年度にはない選択肢

※平成24年度にはない選択肢

＜行政に期待すること＞                                    

◆「環境教育」に期待する回答が多く、前回調査との比較では「社会人に対する環境教育」への期待

が高まっている。 

また、「地球温暖化に伴う気候変動やその影響等に関する情報提供」との回答が、前回・前々回の調

査から大幅に増加している。                                                                         

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
＜複数回答＞ 
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88.0 

50.4 

39.1 

82.1 

40.6 

23.6 

75.2 

35.8 

29.4 

0 20 40 60 80 100

令和２年度

(n=133)

平成28年度

(n=106)

平成24年度

(n=109)

企業の社会的責任として、
当然であるため

環境保全を図ることは、企業の
業績に良い影響をもたらすため

環境保全は時代の要請であるため

(%)

49.8 

42.6 

38.1 

4.5 

4.9 

8.1 

26.1 

18.8 

25.4 

14.7 

13.5 

13.1 

4.9 

20.2 

15.3 

実施している

実施を検討中である

将来検討したい

検討する予定はない

無回答

令和２年度
(n=245)

平成28年度
(n=223)

平成24年度
(n=236)

(%)
0 20 40 60 80 100

 

 

＜環境保全に関する具体的な行動方針の設定と対策の実施＞                                

◆「実施している」と回答した事業所は約半数（49.8 %）、前回調査との比較では 7.2ポイントの増加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○「実施している」または「実施を検討中である」と回答した事業所の環境保全対策などの目的や動機 

                                ∗３つ選択、上位３項目 

  ・企業の社会的責任として、当然であるため（88.0 %） 

  ・環境保全を図ることは、企業の業績に良い影響をもたらすため（50.4 %） 

  ・環境保全は時代の要請であるため（39.1 %） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○環境に配慮した取組の実施状況 ∗上位５項目（半数以上の事業所が実施していると回答した取組） 

  ・節電、節水などの省エネ推進（81.6 %） 

  ・クールビズ・ウォームビズの取組（78.8 %） 

  ・廃棄物、古紙などのリサイクルの推進（76.3 %） 

  ・省エネ機器・設備の導入（53.9 %） 

  ・グリーン購入の実施や再生紙・再生品の使用（50.6 %） 

  

事 業 所 調 査  
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31.4 

28.7 

19.1 

11.8 

12.1 

9.3 

35.1 

32.3 

38.1 

0.0 0.0 

0.4 

10.2 

12.1 

15.3 

0.0 

0.4 

0.0 

9.0 

13.5 

14.0 

2.4 

0.9 

3.8 

環境保全は事業収益にも有効である

事業収益を多少犠牲にしても、

長期的な視野により環境保全を優先させる

環境保全は重要ではあるが、

事業収益に影響が出ない範囲で取り組む

環境保全は事業収益を悪化させるため、

取り組む考えはない

環境保全と事業収益とは

関係がない

その他

わからない

無回答

令和２年度
(n=245)

平成28年度
(n=223)

平成24年度
(n=236)

(%)
0 20 40 60 80 100

22.0 

11.7 

10.2 

38.0 

35.9 

28.4 

26.5 

34.1 

33.9 

11.0 

15.7 

23.7 

2.4 

2.7 

3.8 

とても重要になる

ある程度重要になる

あまり重要にならない

全く関係ない

無回答

令和２年度
(n=245)

平成28年度
(n=223)

平成24年度
(n=236)

(%)
0 20 40 60 80 100

重

要
に
な

る

重

要
に
な

ら

な
い

60.0 37.5

47.6 49.8

38.6 57.6

＜環境保全への取組と事業収益との関係＞                                      

◆「環境保全は事業収益にも有効である」との回答は増加、「環境保全と事業収益とは関係がない」と

の回答は減少   

 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜環境ビジネスの重要性＞                                      

◆環境ビジネスが今後の経営にとって『重要になる』と回答した事業所は６割であり、前回調査から

12.4ポイント増加 

 

 

 

 

 

 

 

  

『重要になる』 『重要にならない』 
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49.0 

31.8 

31.8 

27.8 

24.9 

18.0 

15.9 

15.9 

14.7 

14.3 

11.8 

10.6 

9.8 

9.4 

9.0 

6.9 

2.4 

6.1 

43.0 

36.3 

26.5 

18.4 

16.6 

19.7 

17.9 

11.7 

9.9 

11.2 

5.4 

13.9 

8.5 

11.2 

9.0 

4.9 

10.8 

0.9 

12.6 

40.7 

34.3 

20.3 

25.4 

30.5 

18.2 

14.4 

11.4 

8.1 

7.2 

5.1 

8.5 

2.1 

9.3 

0 20 40 60

令和２年度

(n=245)

平成28年度

(n=223)

平成24年度

(n=236)

省エネ機器・設備導入への支援・補助

環境マネジメントシステムの導入等に
対する支援・補助

各種環境規制を分かりやすく記した
ガイドブックの作成や

今後の動向に関する情報提供

環境ビジネスの成功事例の紹介

他の会社や業種の取組及び動向などに関する
情報提供

環境問題に対する意識向上のための教育

企業、行政、民間団体、住民などの
パートナーシップのためのネットワークづくり

優良企業などの表彰

環境保全への取組や環境管理を
適切に行っている企業へのロゴマークの付与

廃棄物の排出抑制と循環的な利用
（ゼロエミッション）の周知

地球温暖化対策などに関する
情報提供・相談窓口の設置

環境分野に関する人材の育成

環境保全に関する企業の取組についての、
地域住民への広報

ワークショップやセミナーの開催

環境白書などによる情報の提供

環境に優しい製品を示したエコマークなど
環境ラベルの普及

環境規制の緩和

その他

無回答

(%)

＜環境保全への取組を推進していくために行政に期待すること＞                                

◆「設備・システム導入への支援・補助」に期待する回答が多く、前回調査との比較では「省エネ機

器・設備導入に対する支援・補助」への期待が高まっている。 

また、「環境ビジネスの成功事例の紹介」との回答が、前回・前々回の調査から増加している。 

                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜複数回答＞ 

※平成 24年度にはない選択肢 

※平成 24年度にはない選択肢 

※令和２年度にはない選択肢 

※平成 24年度にはない選択肢 

※平成 24年度にはない選択肢 

※平成 24年度にはない選択肢 
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66.8 

28.6 

25.5 

52.5 

15.9 

6.9 

18.0 

0 20 40 60 80

県民調査

(n=1,515)

事業所調査

(n=245)

県民、企業、民間団体、行政などの
ネットワークづくり

環境に優しい製品を示すエコマークなど
環境ラベルの普及

社会人に対する環境教育

企業、行政、民間団体、住民などの
パートナーシップのためのネットワークづくり

児童・生徒等に対する環境教育

環境問題に対する意識向上のための教育

(%)

 

 

＜環境保全推進のために行政に期待すること＞のうち、 

県民調査、事業所調査に共通する項目（選択肢への回答状況の比較）                                

◆「ネットワークづくり」は 12.7ポイント、「環境ラベルの普及」は 18.6ポイント、「環境教育」は

30.0ポイント以上県民調査が事業所調査を大幅に上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県 民 調 査 と 事 業 所 調 査 の 比 較  


